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１．我が国の雇用構造
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平成18年推計値
（日本の将来人口推計）

実績値
（国勢調査等）

資料 2005年までは総務省統計局「国勢調査」、2010年は総務省統計局「推計人口（10月１日現在）」、
2015年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成18年１2月推計）中位推計」

○我が国の2010年人口は1億2,806万人と、近年は横ばい傾向で推移している。
2055年には9000万人を割り込み、高齢化率は40％を超えると推計されている。
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１－１ 我が国の人口の推移
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2010年（実績） 2020年

（注）１． 新成長戦略において、20～64歳の就業率の目標を80%（2020年）としており、このとき、15歳以上の就業率（56.9%）は、2020年において維持さ
れることとなる。また、就業者数は15歳以上についてであり、2020年の目標値は就業率の目標が達成されたときの見込み数である。
２． 「労働市場への参加が進まないケース」とは、2009年の性別・年齢別の就業率が2020年まで変わらないと仮定したケースである。国立社会保障・
人口問題研究所による性別・年齢別の将来推計人口（2020年）に、2009年の各層の就業率を乗じ、2020年の就業者数を試算。2020年の就業率
（20～64歳）は、試算した就業者数（20～64歳）を2020年の20～64歳人口で割ることにより算出。

○ 労働市場への参入が進まない場合、就業者数は今後10年間で約400万人減尐する。

○ 労働力の減尐を跳ね返すため、若者・女性・高齢者・障がい者など、あらゆる人が就業意欲を実現でき
る「持続可能な全員参加型」社会を構築し、就業率・就業者数を上昇させる必要がある。
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○ 今春の新規高卒者の就職環境は、非常に厳しい状況（３月末現在）。
・ 就職内定者数は１４万９千人となり、前年同期に比べ３．７％減少。
・ 就職内定率は９５．２％となり、前年同期を１．３ポイント上回る。
・ 求人倍率は１．２４倍となり、前年同期を０．０５ポイント下回る。

（資料出所）厚生労働省「職業安定業務統計」
（注）求職者数とは、学校又は公共職業安定所の紹介を希望する者の数

（各年3月卒）

就職内定率
（3月末現在）

求人倍率（3月末現在）

求人数（3月末現在）

求職者数（3月末現在）

１－２ 新規高校卒業者の求人・求職状況の推移
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（資料出所）厚生労働省・文部科学省「大学等卒業予定者就職内定状況調査」
（注）内定率とは、就職希望者に占める内定取得者の割合。

（各年3月卒）

○ 今春の新規大卒者の就職環境は、厳しい状況（４月１日現在）。
・ 就職内定率は９１．１％となり、前年同期差は０．７ポイント減。

（参考）就職内定者数（推計値）は３３万７千人で、２３年２月１日時点から１３．７ポイント増加。
（注：学校基本調査（速報値）により卒業予定者数を推計した上で、就職内定者数を推計）

１－３ 新規大学卒業者の就職状況の推移

6

各年4月1日



12 11 10 9 10 9 9 10 9 

17 16 18 16 17 16 16 16 15 

18 18 19 20 18 18 18 18 
17 

17 18 18 19 18 18 19 18 
17 

0 

10 

20 

30 

40 

50 

60 

70 

14 15 16 17 18 19 20 21 22

（万人）

117 119 115 104 95 89 83 87 86

91 98 99
97

92 92
87 91 97

208
217 214

201
187 181

170
178 183

0

50

100

150

200

250

14 15 16 17 18 19 20 21 22

（万人）

（年）

25～

34歳

15～

24歳

フリーターの数の推移

資料出所：総務省統計局「労働力調査（詳細集計）」
（注） ｢フリーター｣の定義は、15～34歳で、男性は卒業者、女性は卒業者で未婚の者とし、

１ 雇用者のうち勤め先における呼称が｢パート｣又は｢アルバイト｣である者、
２ 完全失業者のうち探している仕事の形態が｢パート・アルバイト」の者、
３ 非労働力人口のうち希望する仕事の形態が「パート・アルバイト」で、家事・通学等して
いない者の合計。

○ いわゆる「フリーター」の数は、平成22年には183万人となり、前年（平成21年178万人）に
比べ５万人増加。ピーク時は217万人（平成15年）。

○ いわゆる「ニート」の数は、平成14年以降60万人台の水準で推移（平成22年60万人）。

ニートの数の推移

資料出所：総務省統計局「労働力調査（基本集計）」

（注） ｢ニート｣の定義は、15～34歳で、非労働力人口のうち、
家事も通学もしていない者。
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１－４ フリーター・ニートの推移
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○ 日本では、出産・育児を機に労働市場から退出する女性が多い。（Ｍ字カーブ）
特に、子育て期の女性において、就業率と潜在的な労働力率の差が大きい。

○ 一方、アメリカやスウェーデン等の欧米先進諸国では子育て期における就業率の
低下はみられない。

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

15 to 
19

20 to 
24

25 to 
29

30 to 
34

35 to 
39

40 to 
44

45 to 
49

50 to 
54

55 to 
59

60 to 
64

アメリカ

イタリア

スウェーデン

韓国

日本

資料出所：OECD Database "LFS by sex and age"（http://stats.oecd.org/）

注：アメリカ、スウェーデンの「15～19歳」の欄は、「16～19歳」である。

就業率の国際比較（２００９年） 就業率と潜在的労働力率（２０１０年）

注）潜在的労働力率＝
人口（15歳以上）

就業者 ＋ 失業者＋就業希望者

資料出所：総務省統計局「労働力調査」、「労働力調査（詳細結果）」
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１－５ 女性の年齢別就業率
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○ 日本の高齢者の就業率は、欧米諸国と比較すると、特に男性で高水準。

※資料出所 ＯＥＣＤ.Stat Extract “LFS by sex and age”  2008年7月現在
※算出式 （６０歳から６４歳までの就業率）＝（男女別６０歳以上６４歳以下就業者数）／（男女別６０歳以上６４歳以下人口）※算出式
（高齢者の就業率）＝（男女別６５歳以上就業者数）／（男女別６５歳以上人口）
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１－６ 高齢者の就業率
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２．非正規労働者数の推移と
勤続年数等
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● 主な統計調査における非正規労働者の定義①

調査名 正規
非正規

パートタイム労働者 アルバイト 契約社員 派遣労働者 嘱託 その他

呼
称
に
よ
る
も
の

・労働力調査
・就業構造基本調査

＜正規の職員・従業
員＞
一般職員又は正社
員と呼ばれている者

＜パート＞
就業の時間や日数に
関係なく、勤め先で
「パートタイマー」又は
それらに近い名称で
呼ばれている者

＜アルバイト＞
就業の時間や日数に
関係なく、勤め先で
「アルバイト」又はそ
れらに近い名称で呼
ばれている者

＜契約社員＞
専門的職種に従事さ
せることを目的に契
約に基づき雇用され、
雇用期間の定めのあ
る者

＜労働者派遣事業所
の派遣社員＞
労働者派遣法に基づ
く労働者派遣事業所
に雇用され、そこから
派遣されている者

労働条件や契約期間
に関係なく、勤め先で
「嘱託職員」又はそれ
に近い名称で呼ばれ
ている者

左記以外の呼称の場
合

● 法令上の非正規労働者の取扱い

有期契約労働者

労働基準法第14条第1項

労働契約は、期間の定めのないものを除き、一定の事業の完了に必要な期間を定めるもののほかは、三年（次の各号のいずれかに該当する労働契約
にあつては、五年）を超える期間について締結してはならない。

一 専門的な知識、技術又は経験（以下この号において「専門的知識等」という。）であつて高度のものとして厚生労働大臣が定める基準に該当する専
門的知識等を有する労働者（当該高度の専門的知識等を必要とする業務に就く者に限る。）との間に締結される労働契約
二 満六十歳以上の労働者との間に締結される労働契約（前号に掲げる労働契約を除く。）

短時間労働者

短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律第2条

一週間の所定労働時間が同一の事業所に雇用される通常の労働者（当該事業所に雇用される通常の労働者と同種の業務に従事する当該事業所に
雇用される労働者にあっては、厚生労働省令で定める場合を除き、当該労働者と同種の業務に従事する当該通常の労働者）の一週間の所定労働時間
に比し短い労働者をいう。

派遣労働者

労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律第2条第1項

一 労働者派遣 自己の雇用する労働者を、当該雇用関係の下に、かつ、他人の指揮命令を受けて、当該他人のために労働に従事させることをいい、
当該他人に対し当該労働者を当該他人に雇用させることを約してするものを含まないものとする。

二 派遣労働者 事業主が雇用する労働者であつて、労働者派遣の対象となるものをいう。

２－１ 非正規労働者の定義等
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調査名 正規
非正規

パートタイム労働者 契約社員 派遣労働者 嘱託 その他

就
業
実
態
に
よ
る
も
の

就業形態の多様化に
関する総合実態調査

＜正社員＞
雇用している労働者
で雇用期間の定めの
ない者のうち、パート
タイム労働者や他企
業への出向者などを
除いた、いわゆる正
社員

＜パート＞
正社員より1日の所定労働時間
が短いか、1週の所定労働日数
が尐ない労働者で、雇用期間が
1ヶ月を超えるか、又は定めがな
い者

＜契約社員＞
特定職種に従事し、専
門的能力の発揮を目的
として雇用期間を定め
て契約する者

＜臨時的雇用者＞
臨時的に又は日々雇用
している労働者で、雇用
期間が１ヶ月以内の者

＜派遣労働者＞
労働者派遣法に基づき、
派遣元事業所から派遣
されている者。

＜嘱託社員＞
定年退職者等を一定期
間再雇用する目的で契
約し、雇用する者

・出向社員

・臨時的雇用者
臨時的にまたは日々雇
用している労働者で、雇
用期間が１ヶ月以内の
もの

・その他

パートタイム労働者
総合実態調査報告

＜正社員＞
いわゆる正規型の労
働者。一般にフルタイ
ム勤務で期間の定め
のない労働契約によ
り雇用されている者。
（正社員には1週間の
所定労働時間が35時
間未満の者を含む。）

＜パート＞
正社員以外の労働者でパートタ
イマー、アルバイト、準社員、嘱
託、臨時社員などの名称に関わ
らず、1週間の所定労働時間が
正社員よりも短い労働者

＜その他＞
正社員以外で左記の
パート以外の労働者（1
週間の所定労働時間が
正社員と同じか長い労
働者）

派遣労働者実態調
査報告

＜正社員＞
調査対象事業所と直
接雇用関係のある労
働者のうち、当該事
業所で正社員・正職
員等とされている者

＜派遣労働者＞
労働者派遣を業として
行う事業者に雇用され、
当該雇用関係の下に、
他人の指揮命令を受け
て当該派遣先事業所の
ために労働に従事する
者

● 主な統計調査における非正規労働者の定義②
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○ 正規の職員・従業員は近年減尐傾向。

○ 2010年において、非正規の職員・従業員割合は、比較可能な2002年以降で最高の水準。

○ 2010年において、派遣労働者は前年に比べ12万人減尐。

正規

（資料出所）2000年までは総務省「労働力調査（特別調査）」（2月調査）、2005年以降は総務省「労働力調査（詳細集計）」（年平均）による。
注）雇用形態の区分は、勤め先での「呼称」によるもの。
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２－２ 正規労働者と非正規労働者の推移
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○ 雇用者に占める正規雇用者、非正規雇用者の割合を男女別にみると、

・ 男性は、９割を超えていた正規雇用者の割合が低下し、2010年の非正規雇用者の割合は２割弱

・ 女性は、非正規雇用者の割合が上昇し、2000年代には正規雇用者の割合を上回り、非正規雇用者の割

合は５割超

（資料出所）2000年までは総務省「労働力調査（特別調査）」（2月調査）、2005年以降は総務省「労働力調査（詳細集計）」（年平均）による。
注）雇用形態の区分は、勤め先での「呼称」によるもの。
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52.5 52.8 53.5 53.6 53.3 53.8
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正規雇用者（男性）

非正規雇用者（男性）

正規雇用者（女性）

非正規雇用者（女性）

２－３ 正規労働者と非正規労働者の推移（性別）

14



9.4 
11.7 

12.9 11.8 

34.2 

24.3 

30.7 

25.8 
27.4 

30.5 

44.3 

0.0 

5.0 

10.0 

15.0 

20.0 

25.0 

30.0 

35.0 

40.0 

45.0 

50.0 

15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳

1990年2月 1995年2月 2000年2月 2005年 2010年

○ 非正規労働者の割合は、すべての年齢層において上昇傾向。
○ 特に15～24歳層において、1990年代半ばから2000年代初めにかけて大きく上昇。
（なお、2000年代半ば以降においては、若干の低下。）

（％）

（資料出所）総務省「労働力調査（特別調査）」（2月調査）及び総務省「労働力調査（詳細結果）」（年平均）
注）非農林雇用者（役員を除く）に占める非正規労働者の割合。なお、15～24歳層では在学中の者を除いた。

非正規労働者：会社での呼称が 「パート・アルバイト」「労働者派遣事業所の派遣社員」「契約社員・嘱託」「その他」である者。 15

２－４ 正規労働者と非正規労働者の推移（年齢別）



11.5 

28.0 

49.5 
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1990年2月 1995年2月 2000年2月 2005年 2010年

7.1 
3.2 

9.2 
2.9 

28.7 

12.7 
7.0 

25.4 

14.1 
8.0 7.8 

28.6 

0.0 

10.0 

20.0 

30.0 

40.0 

50.0 

60.0 

70.0 

15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳

（男）（％）

（女）（％）

男女別にみると、女性の労働者に占める非正規労働者の割合が高く、全般的な上昇傾向が見られるが、特
に、1990年代の半ば以降2000年代半ばにかけ、若年層で非正規労働者割合の上昇が大きい。

（資料出所）総務省「労働力調査（特別調査）」（2月調査）及び総務省「労働力調査（詳細結果）」（年平均）
注）非農林雇用者（役員を除く）に占める非正規労働者の割合。なお、15～24歳層では在学中の者を除いた。

「非正規労働者」：会社での呼称が 「パート・アルバイト」「労働者派遣事業所の派遣社員」「契約社員・嘱託」「その他」である者。 16

２－５ 正規労働者と非正規労働者の推移（性別・年齢別）



正規労働者

（資料出所）総務省「就業構造基本調査」
注） 「常雇」とは1年超の雇用契約で雇われている者、又は期間の定めのない雇用契約で雇われている者。

○ 正規労働者の割合が低下し非正規労働者の割合が上昇しているが、特に常雇の非正規労働者の割
合が大きく上昇している。

17

２－６ 正規労働者と非正規労働者の推移（契約期間別）
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← パート
847万人

← アルバイト
345万人

← 派遣社員
96万人

← 契約社員・嘱託
330万人

← その他
137万人

（資料出所）2000年までは総務省「労働力調査（特別調査）」（2月調査）、2005年からは総務省「労働力調査（詳細集計）」（年平均）による。
注）2005年以降の「契約社員・嘱託」と「その他」については，2000年以前の分類は，「嘱託・その他」。

○ 近年、特に契約社員・嘱託の増加により、非正規雇用者数は増加傾向にある。

55%
57% 56%

56% 48%
48%21%

23%

26%

28%
21%

21%
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6%
5%

24%

19%
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13%
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1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

1985 1990 1995 2000 2005 2010

655万人

881万人

1,001万人

1,273万人

1,633万人

1,755万人

２－７ 正規労働者と非正規労働者の推移（雇用形態別）
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（資料出所）総務省「H22労働力調査（詳細集計）」（年平均）

２－８ 従業員規模、雇用形態別雇用者数

60.1%

62.9%

66.2%

67.8%

69.0％

21.1%

19.9%

16.6%

14.9%

13.8％

10.2%

6.6%

5.5%

6.1%

6.4％

0.9%

2.1%

2.7%

2.4%

2.7％

3.4%

6.4%

7.9%

7.9%

7.3％

4.2%

2.0%

1.2%

0.9%

0.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1～29人

30～99人

100～499人

500～999人

1000人以上

正規の職員・従業員 パート アルバイト 労働者派遣事業所の派遣社員 契約社員・嘱託 その他

○ すべての従業員規模において、正規の職員・従業員が6割以上を占めている。

○ 従業員規模が小さい方がパートの割合が大きい一方、従業員規模が大きい方が派遣社員や契約社員・嘱

託の割合が大きい。



0

5

10

15

20

25

２０～２４ ２５～２９ ３０～３４ ３５～３９ ４０～４４ ４５～４９ ５０～５４ ５５～５９ ６０～６４

（年）

（歳）

1989年

1999年
2009年

２－９ 年齢階級別勤続年数の推移

（資料出所）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」
（注）全労働者（パート労働者も含む）を対象としている。

○ 20～44歳までは勤続年数が減尐傾向にあるが、55歳以上は増加傾向にある。
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0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

25-29歳 30-34 35-39 40-44 45-49 50-54 55-59歳

1999年

1989年

2009年

○ 近年若年層では低下しているが、４５歳以上では上昇している。

（資料出所）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」
（注）標準労働者／一般労働者。

一般労働者とは、常用労働者のうちパートタイム労働者でない者を指す。
標準労働者とは、学校卒業後直ちに企業に就職し、同一企業に継続勤務しているとみなされる労働者のうち次の条件に該当する者とする。

中学卒：年齢から勤続年数を差し引いた数・・・・１５
高校卒：年齢から勤続年数を差し引いた数・・・・１８
高専・短大卒：年齢から勤続年数を差し引いた数・・・・２０
大学卒：年齢から勤続年数を差し引いた数・・・・・２２，２３

２－１０ 学卒後同一企業に継続勤務する労働者の割合
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○ 正規労働者では「10年以上」の者が5割を超える。

○ 非正規労働者では3年未満の者と、3年以上の者で約半分ずつを占めており、「10年以上」の者も約2割を占

める状況である。

23.6%

8.1%

26.0%

12.3%

14.5%

9.2%

17.0%

16.7%

19.0%

53.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

非正規

正規

１年未満 １～２年 ３～４年 ５～９年 10年以上

（資料出所）総務省「就業構造基本調査」（2007）

２－１１ 継続就業期間別労働者割合（正規・非正規）



23（資料出所）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」

２－１２ 勤続年数別労働者割合（雇用期間の定め有りの者）

49.5% 48.4% 46.4% 45.3%

32.7% 32.2% 33.8% 33.4%

17.8% 19.3% 19.8% 21.3%
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80%

90%

100%

平成19年 平成20年 平成21年 平成22年

10年以上

3～9年

0～2年

勤続年数階級別労働者構成の推移（「雇用期間の定め有り計」）

○ 「雇用期間の定め有り」の者については、勤続年数が「0～2年」の者が4割以上を占めているが、「10年以

上」の者が増加傾向にあり、約2割という状況である。
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○ パートとしての勤続年数が10年を超える者の割合が3割を超えており、また、5年を超える者は約6割近くに

のぼっている。

21.2 

7.4 

3.8 

12.4 

11.5 

5.0 

30.1 

34.8 

15.9 

15.3 

18.8 

15.1 

13.4 

17.8 

25.0 

7.6 

8.5 

33.2 

1.1 

1.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

有期

派遣

パート

6ヶ月以内 6ヶ月超～1年以内 1年超～3年以内 3年超～5年以内 5年超～10年以内 10年超 不明

（資料出所）「H21有期労働契約に関する実態調査」
厚生労働省「H18パートタイム労働者総合実態調査」
厚生労働省「H20派遣労働者実態調査」

注）派遣については、「6ヶ月未満」「6ヶ月～1年未満」「1～3年未満」「3～5年未満」「5～10年未満」「10年以上」で区分したもの。

有期契約労働者については、現在の会社での通算勤続期間のデータ（参考）

２－１３ 現在の雇用形態での通算勤続年数別非正規労働者割合



短時間労働者の契約期間の定めの有無

期間の

定めあり
85.9%

期間の

定めなし
12.5%

無回答
1.6% １カ月以内

1.0 

１カ月超～

３カ月以内

8.8 ３カ月超～６カ月以内

23.8 

６カ月超～１年以内

60.8 

１年超～

２年以内

0.3 

２年超～

３年以内

0.5 

３年超

0.2 

無回答

4.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

１回当たりの契約期間

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構）

労働者のケースごとに、更

新するかどうかを判断

63.4 

労使のいずれからも終了を

申し出なければ

自動的更新

25.0 

その他の

ルール

により

更新

8.2 

契約の更新を

しない

1.3 

無回答
2.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

契約更新状況

更新する ９６．５％

1回

7.8 

2回

10.7 

3～5回

36.2 

6～10回

21.5 

11回以上

17.8 

無回答

6.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

もっとも多い実際の更新回数

※短時間労働者の中でもっとも人数が多い
職種について調査している。

２－１４ 短時間労働者の契約期間（事業所調査）



まだ初めての

雇用期間の

途中である…

1回
14.5 

2回
12.8 

3回
9.2 

4回以上
48.6 

無回答
2.7 
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内
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６ヶ月超～１年以内

50.6 
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２年以内
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３年以内

3.4３年超

5.7 

無回答

4.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

契約期間の定めの有無

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構）

契約更新状況

雇用期

間の定
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83.2%

雇用期

間の定

めがない
15.5%

無回答

1.3%

H18

H22
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契約期間の定めの有無

雇用期
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る

44.1%

雇用期

間の定
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い

55.9%

１ヶ月

0.4

１ヶ月超～

３ヶ月

11.8

３ヶ月超～

６ヶ月

30.2

６ヶ月超～１年

48.4

１年超～

２年

1.1

２年超～

３年

1.1

３年超

1.9

不明

5.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

１回当たりの契約期間

資料出所：パートタイム労働者総合実態調査（平成18年）（厚生労働省）

２－１５ 短時間労働者の契約期間（個人調査）
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２－１６ 派遣労働者の派遣元との契約期間

○派遣元との雇用契約の期間別派遣労働者数の割合

（単位：％）

性・派遣の種類 派遣労働者総数
派遣元 と の 雇 用 契 約 の 期間

１日以内
2日以上

１週間以下
１週間を超え
１か月以下

１か月を超え
３か月以下

３か月を超え
６か月以下

総 数 100.0 0.2 0.2 1.0 20.6 16.8 

男 100.0 0.2 0.3 0.7 14.5 14.5 

女 100.0 0.2 0.1 1.3 25.2 18.5 

登録型 100.0 0.3 0.3 2.0 29.4 20.3 

常用雇用型 100.0 0.1 0.1 0.3 13.8 14.1 

（単位：％）

性・派遣の種類

派遣 元 と の 雇 用 契 約 の 期間

６か月を超え
１年以下

１年を超え
３年以下

３年を超える期
間の定めがある

期間の定めはな
い

不 明

総 数 18.3 16.4 1.1 23.4 2.0 

男 17.8 16.0 1.4 32.0 2.6 

女 18.7 16.7 0.8 16.8 1.6 

登録型 17.5 15.3 0.8 11.8 2.2 

常用雇用型 18.9 17.3 1.3 32.3 1.9 

資料出所：厚生労働省「派遣労働者実態調査（平成２０年）」



○ 非正規従業員では正規従業員に比べ有配偶率が低い（若年男性）。

28

40%

2%

11%

33%

59%

11%

1%
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14%

28%
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1%
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22%
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20%
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40%

50%

60%

70%

15～34歳計 15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳

（％）

有配偶者の占める割合（男性 平成19年）

パート・アルバイト

非正規労働者

正規労働者

（資料出所）総務省「就業構造基本調査」

（注）「非正規労働者」は、パート・アルバイト、派遣、契約社員、嘱託等をいう。

２－１７ 有配偶率の比較（雇用形態別）



３．非正規雇用に関する
考え方（労使）
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16.6%
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14.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

賃金の節約のため

１日、週の中の仕事の繁閑に対応するため

即戦力・能力のある人材を確保するため

専門的業務に対応するため

正社員を確保できないため

景気変動に応じて雇用量を調節するため

賃金以外の労務コストの節約のため

長い営業（操業）時間に対応するため

高年齢者の再雇用対策のため

正社員を重要業務に特化させるため

臨時・季節的業務量の変化に対応するため

正社員の育児・介護休業対策のため

その他

99

07

○ 労務コストの削減のために非正社員を活用している企業が多い。

（資料出所）厚生労働省「就業形態の多様化に関する総合実態調査」（1999,2007）
注）07年のみ項目があるものは、99年調査時には選択肢がなかったものである。（複数回答） 30

３－１ 非正規労働者の活用に関する企業の意識
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16.3%

17.5%

22.7%

22.9%

27.1%

35.4%

37.5%

48.3%

51.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

その他

正社員との人間関係

チームワーク

正社員との職務分担

時間外労働への対応

業務処理能力

定着性

仕事に対する向上意欲

仕事に対する責任感

良質な人材の確保

○ 非正社員を活用する上での問題点として、「良質な人材の確保」や「仕事に対する責任感」を挙げる事業所
の割合が大きい。

（資料出所）厚生労働省「就業形態の多様化に関する総合実態調査」（2007）（複数回答） 31

３－２ 非正規労働者の活用上の問題点
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自分で自由に使えるお金を得たいから

家計の補助、学費等を得たいから

就業調整(年収の調整や労働時間の調整)…

簡単な仕事で責任も尐ないから
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より収入の多い仕事に従事したかったから

専門的な資格・技能を活かせるから

99

07

○ 非正規労働者としての働き方を選んだ理由としては、「自分の都合の良い時間に働けるから」や「家計の補
助、学費等を得たいから」が多くなっている。「正社員として働ける会社がなかったから」は18.9％で、99年より
増加している。

（資料出所）厚生労働省「就業形態の多様化に関する総合実態調査」（1999,2007）
注）07年のみ項目があるものは、99年調査時には選択肢がなかったものである。（複数回答） 32

３－３ 非正規労働者を選んだ理由
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○ 非正規労働者としての働き方を選んだ理由としては、派遣労働者で「正社員として働ける会社がなかったから（37.3%）」、契
約社員で「専門的な資格・技能を活かせるから(37.0%)」、パートタイム労働者で「自分の都合の良い時間に働けるから(55.9%)」
がそれぞれ最も多かった。

（資料出所）厚生労働省「就業形態の多様化に関する総合実態調査」（2007）（複数回答） 33

３－４ 非正規労働者を選んだ理由（雇用形態別）
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（資料出所）厚生労働省「就業形態の多様化に関する総合実態調査」（1999,2007）
注）1999年のパートタイム労働者は、「短時間のパート」「その他のパート」に分類して集計。
正社員希望者の割合は、約22.5％（正社員以外の労働者の80.8％が現在の会社あるいは別の会社で働きたい者であり、うち30.6％が他の就業形態に
変わりたい者で、うち90.9％が正社員になりたい者）。
2007年の「その他」には、正社員と１日の所定労働時間と１週の所定労働日数がほぼ同じで、パートタイム労働者その他これに類する名称で呼ばれる者が含まれている。
右図については、1999年が労働者計、2007年が「現在の会社」又は「別の会社」で働きたい労働者計を母数としており、単純な比較ができないことに留意する必要。

○ 正社員として働ける機会がなかったために、非正規雇用で働いていると答えた者は、1999年から2007年までの間に非正規雇用
者全体で4.9％ポイント増加している。特に契約社員や派遣労働者では、元々その割合が高かったものが、さらに増加しており、2007
年にはともに3割を越えている。
○ また、現在の就業形態ではなく違う就業形態で働きたいと答えている者は、1999年から2007年までの間に、非正規雇用者全体
で17.1％ポイント増加している。特に契約社員や派遣労働者では、過半数が就業形態を変えたいと考えている。
○ このように他の就業形態に変わりたいと答えている者のうち、90.9％は正社員になりたいと答えている。

1999年 2007年

1999年

2007年

短時間
パート

その他
パート

短時間
パート

その他
パート

（％） （％）
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３－５ 不本意就業の現状
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○ 非正規労働者のうち、正社員になりたい者の割合は、
H１１年１１．２％→H１５年１９．４％→H１９年２２．５％と増加傾向にある。

（資料出所）厚生労働省「就業形態の多様化に関する総合実態調査」
注）1999年のパートタイム労働者は、「短時間のパート」の数字
現在の会社又は別の会社で、他の就業形態で働きたいと答えた非正規労働者のうち、正社員になりたいと答えた者の割合。

（％）
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Ｈ１９
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３－６ 非正規労働者のうち正社員になりたい者の割合
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（資料出所）厚生労働省「就業形態の多様化に関する総合実態調査」(2007)
注）他の就業形態で働くことを希望する非正規労働者のうち、正社員を希望する者が回答したもの。（複数回答） 36

○ 正社員として就業することを希望する非正規労働者が正社員になりたい理由としては、 「正社員の方
が雇用が安定しているから」 「より多くの収入を得たいから」という回答が多かった。

３－７ 正社員になりたい理由



37

参考 就業構造基本統計調査（２００７年総務省統計局）における契約社員

○ 契約社員・・・専門的職種に従事させることを目的に契約に基づき雇用され、雇用期間の定めのある者
（就業構造基本統計調査（総務省）上の定義）

①契約社員の数
総数 うち男性 うち女性

2,254,700 1,163,300 1,091,500

②契約社員の区分
総数 一般常雇（※１） 臨時雇（※２） 日雇（※３）

2,254,700 1,536,100 651,500 67,200

※１ 役員を除く雇用者のうち、「臨時雇」及び「日雇」以外の者

※２ １ヶ月以上１年以内の雇用契約で雇われている者

※３ 日々又は１ヶ月未満の雇用契約で雇われている者

③契約社
員の職業

総数 うち専門的・
技術的

うち
管理的

うち
事務

うち
販売

うち
サービス

うち保安 うち
農林漁業

うち
運輸通信

うち
生産労務

2,254,700 280,300 2,500 549,800 289,500 255,600 63,200 15,000 135,100 581,700

うち男性 1,163,300 119,600 2,500 154,500 118,800 89,900 61,600 11,900 125,400 435,400

うち女性 1,091,500 160,700 0 395,300 170,600 165,700 1,500 3,100 9,800 146,400
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60.1%

45.2%
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31.1%

45.9%
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職業生活全体

教育訓練・能力開発のあり方

福利厚生

雇用の安定性

職場の人間関係、コミュニケーション

職場の環境（照明、空調、騒音等）

人事評価・処遇のあり方

労働時間・休日等の労働条件

賃金

やりがい

正社員

正社員以外の労働者

○ 「雇用の安定性」「福利厚生」「教育訓練・能力開発のあり方」の項目で、正社員と正社員以外の労働
者の差が大きい。

○ ほとんどの項目で正社員の方が満足度が高いが、「労働時間・休日等の労働条件」の項目のみ正社
員以外の労働者の満足度が高い。

（注）「満足」及び「やや満足」を合算した数値。
（資料出所）厚生労働省「就業形態の多様化に関する総合実態調査」(2007) 38

３－８ 現在の職場での満足度



４．処遇等
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40

○ 雇用形態別の賃金をみると、正社員・正職員が311.5千円、
正社員・正職員以外が198.1千円となっている。

資料出所 厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（平成22年）
（注） １ 賃金は所定内給与。

２ 「正社員・正職員」とは、事業所において正社員・正職員としている労働者であり、「正社員」「正規社員」等、事業所での呼称を問わない。
３ 「正社員・正職員以外」とは、事業所の常用労働者のうち「正社員・正職員」に該当しない労働者であり、「パート」「アルバイト」「嘱託」「準社
員」等、事業所での呼称を問わない。

（千円）

正社員・正職員の賃金カーブ

正社員・正職員以外の賃金カーブ

４－１ 一般労働者の賃金カーブ（月給ベース）



○ 非正規労働者の給与は、ほぼ全ての世代で正社員の給与を下回っており、年齢による変化も少な
い。

（円）
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（資料出所）全労働者（派遣含む）、正社員、短時間労働者については、厚生労働省「H22賃金構造基本統計調査」
派遣労働者については、厚生労働省「H20派遣労働者実態調査」

注）きまって支給する現金給与額と年間賞与を含む。
派遣労働者について、年齢区分「65歳以上」を「65～69」に計上。

正社員

全労働者

派遣労働者

短時間労働者

４－２ 雇用形態別の賃金カーブ（時給ベース）



（資料出所）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」
注）年の所定内給与額は、6月の所定内給与額を12倍して算出したもの。

一般労働者とは、短時間労働者以外の者をいう。

４－３ 一般労働者の所定内給与額別労働者割合の推移
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（年1920千円未満）

一般労働者の所定内給与額階級別労働者構成の推移

○ 一般労働者の所定内給与額は、年収192～288万円の者が最も多く約３割程度を占めている。
○ 年収192万円未満の者（一般的にワーキングプアに含まれる者）は、約１割を占めている。



（資料出所）総務省「就業構造基本調査」（2007）
注）全労働者を対象としている。所得については、本業から通常得ている年間所得（税込み額）をいう。過去１年間に仕事を変えた者や新たに仕事に

就いた者については、新たに仕事に就いたときから現在までの収入を基に、１年間働いた場合の収入額の見積りによる。

○ 非正規労働者は、正規労働者よりも年間所得の分布のピークが低い位置にあり、特にパート・ア
ルバイトの約９割は年間所得200万円未満となっている。
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４－４ 雇用形態別年間所得の分布



（資料出所）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」

４－５ 勤続年数別所定内給与額の推移（雇用期間の定め有りの者）
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○ 「雇用期間の定め有り」の者については、勤続年数が15年未満の場合、所定内給与額にほぼ変化は
見られないが、勤続年数が「15年以上」から徐々に上昇する傾向にある。
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（資料出所）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」、総務省「消費者物価指数」
（注）１．1989年は「旧大・新大卒」、2009年は「大卒・大学院卒」の数値。

２．数値は、消費者物価指数で除したもの。

○ 賃金は、勤続年数とともに上昇している。ただし、近年はそのカーブが緩やかになっている。

（万円）

４－６ 男性大卒者の所定内給与額
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（資料出所）厚生労働省「能力開発基本調査」（2010年）
注）正社員：常用労働者のうち、雇用期間の定めのない者であって、パートタイム労働者などを除いた社員をいう。
正社員以外：常用労働者のうち、「嘱託」、「契約社員」、「パートタイム労働者」又はそれに近い名称で呼ばれている人。
なお、派遣労働者及び請負労働者は含まない。

○ 正社員に対しては57.8％の事業所が計画的なOJTを実施しているが、正社員以外に対しては27.7％と低い
水準にとどまっている。また、企業規模が小さくなるほど、総じて、実施率が低くなっている。
○ 正社員に対しては67.1%の事業所がOFF-JTを実施しているが、正社員以外に対しては31.4％と低い水準に
とどまっている。また、企業規模が小さくなるほど、総じて、実施率が低くなっている。
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【企業規模】 【企業規模】

４－７ 教育訓練の実施状況



○ 適用されている各種制度割合は、正社員に比べて非正社員は大きく下回っている。

（資料出所）厚生労働省「就業形態の多様化に関する総合実態調査」（2007）
注） １．調査回答には制度の「あり」、「なし」、「不詳」の３つがあり、上記割合は「あり」と回答した者の割合。
２．派遣労働者は、派遣元での状況についての回答とした。

（％）

84 .4 80 .4 79 .0 20 .5 52 .6 29 .4 65 .6 39 .8 24 .1

99 .2  99 .7  98 .7  29 .7  78 .0  43 .1  84 .8  50 .2  34 .0  

60 .0  48 .6  46 .6  5 .3  10 .6  6 .7  34 .0  22 .7  7 .8  

81 .9  83 .4  80 .5  6 .9  12 .3  9 .6  47 .5  34 .5  14 .2  

75 .9  82 .8  79 .5  16 .1  17 .1  11 .3  50 .1  37 .7  10 .6  

87 .2  92 .3  90 .7  42 .7  79 .7  54 .7  83 .4  72 .1  48 .0  

82 .4  80 .2  78 .2  4 .3  12 .2  6 .0  19 .5  30 .3  12 .7  

登 録 型 78.7 77 .5 73 .6 1 .5 2 .4 0 .9 4 .8 29 .7 11 .1

常 用 雇 用 型 86.2 83 .1 82 .8 7 .1 22 .3 11 .1 34 .5 30 .9 14 .2

30 .7 29 .3 22 .6 1 .2 3 .3 1 .2 13 .1 9 .9 1 .8

48 .1 28 .7 26 .9 2 .7 5 .9 3 .7 31 .0 17 .1 4 .2

72 .6 71 .1 69 .4 4 .8 11 .9 6 .8 38 .4 17 .9 6 .1そ の 他

正 社 員

正 社 員 以 外 の 労 働 者

総数

契 約 社 員

嘱 託 社 員

出 向 社 員

派 遣 労 働 者

臨 時 的 雇 用 者

パ ー ト タ イ ム 労 働 者

福利厚生施設
等の利用

自己啓発援助
制度

雇用保険 健康保険 厚生年金 企業年金 退職金制度 財形制度 賞与支給制度
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４－８ 非正規労働者に適用される制度



４－９ 総実労働時間の推移

○ 年間総実労働時間は減尐傾向で推移しているが、これは一般労働者（パートタイム労働者以外の者）につ
いてほぼ横ばいで推移するなかで、平成８年頃からパートタイム労働者比率が高まったこと等がその要因と考
えられる。
なお、所定外労働時間は平成２０年９月のリーマンショックの影響で、平成２１年に製造業を中心に大幅に減尐
したが、平成２２年は増加した。
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（資料出所） 厚生労働省「毎月勤労統計調査」
（注） 事業所規模5人以上

年間総実労働時間の推移（パートタイム労働者を含む）
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（資料出所） 厚生労働省「毎月勤労統計調査」
（注） 事業所規模5人以上

就業形態別年間総実労働時間及びパートタイム労働者比率の推移
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○ 正社員と非正規労働者の労働時間を比較すると、所定内労働時間で３時間、超過実労働時間で２
時間、正社員の方が長い。
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正社員・正職員 正社員・正職員以外

超過実労働時間

所定内実労働時間

（時間）

178時間

173時間

（資料出所）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（2010）
注）正社員・正職員：正社員・正職員のうち、期間の定めなしの者

正社員・正職員以外：正社員正職員以外のうち、期間の定めありの者 49

４－１０ 正社員と非正規労働者の労働時間



○ 正規の職員・従業員では、週４０時間以上働く者が約８割を占める。
○ パート・アルバイトでは、週１５～２９時間働く者が約４割で最も多く、派遣労働者、

契約社員・嘱託では、週４０～４８時間働く者が約４割で最も多い。

（資料出所）総務省「労働力調査」（2010）
注）月末1週間の就業時間について調査したもの。各雇用形態は、事業所での呼称による。
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４－１１ 就業時間・雇用形態別労働者数



４－１２ 週労働時間別雇用者等の推移

平成１６年 平成１８年 平成２０年 平成２１年 平成２２年

週６０時間以上の者
６３９万人 ５８０万人 ５３７万人 ４９１万人 ５０２万人

１２．２％ １０．８％ １０．０％ ９．２％ ９．４％

週３５時間以上

週６０時間未満の者

３３５４万人 ３５５３万人 ３４３７万人 ３３７７万人 ３３８３万人

６４．０％ ６６．４％ ６３．７％ ６３．６％ ６３．６％

週３５時間未満の者
１２３７万人 １２０５万人 １４０７万人 １４３１万人 １４１４万人

２３．６％ ２２．５％ ２６．１％ ２６．９％ ２６．６％

合 計 ５２４３万人 ５３５３万人 ５３９４万人 ５３１３万人 ５３１６万人

３０代男性で週労働時間６０時間以上の者

平成１６年 平成１８年 平成２０年 平成２１年 平成２２年

３０代男性で週６０
時間以上の者

１５３万人 １８８万人 １７２万人 １５０万人 １５３万人

２０．３％ ２１．７％ ２０．０％ １８．０％ １８．７％

※ 資料出所：総務省「労働力調査」

※ 上の表は雇用者についてのもの。ただし、「３０代男性で週労働時間６０時間以上の者」については、統計上の制約から、雇用者のみ

の数値が得られないため、下の表は雇用者だけでなく自営業主と家族従業者を含んだ就業者数により作成。

週の労働時間が６０時間以上の者の割合は、全体では近年減尐傾向で推移し、１割弱
となっているが、３０代男性については１８．７％と、依然として高い水準で推移している。
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（資料出所）01年までは総務省「労働力調査特別調査」、02年以降は「労働力調査」（詳細集計）

正規
の職員

非正規
の職員

（前年差、万人）

○ 雇用形態別の雇用者の増減をみると、９０年代半ば以降の景気後退期では正規労働者が減尐する一方、
非正規労働者は増加してきたが、今回の景気後退期では正規労働者、非正規労働者ともに減尐している。

○ 特にリーマンショック直後は非正規労働者の減尐幅が大きい。

（年）
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４－１３ 正規・非正規労働者の増減（前年差）
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○ 企業の雇用調整の方法として、今次の景気後退期では「派遣労働者の削減」及び「臨時・季節、パートタイム労働者
の再契約停止・解雇」の割合が高い。

（％）

（年）
（資料出所）厚生労働省「労働経済動向調査」
（注）１．事業所の割合は、不明を除いた事業所数に対応する比率

２．シャドーは景気後退期を示す。
３．「派遣労働者の削減」は2007年第4四半期から集計。

臨時・季節、ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ労働者の再
契約停止・解雇

希望退職者の
募集解雇

派遣労働者の削減

４－１４ 雇用調整の実施方法別事業所割合の推移
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５．転職・正社員転換
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○ 近年、各年齢層で転職率は上昇している。

（資料出所）総務省「就業構造基本調査」
（注）転職率は、有業者（ふだん収入を得ることを目的として仕事をしており、調査日以降もしていくことになっている者及び仕事は持っているが現在は休んでいる者）に
転職者（1年前の勤め先（企業）と現在の勤め先が異なる者）が占める割合。

（％）
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５－１ 転職率の推移
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13.3%
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4.5%
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2.2%

1.9%

10.4%

0% 10% 20% 30% 40%
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一時的についた仕事だから

時間的・肉体的に

負担が大きい

知識や技能を生かしたい

事業不振や先行き不安

定年又は雇用契約

の満了に備えて

家事の都合

余暇を増やしたい

その他

非正規労働者の転職希望理由

02年

07年

26.5%

73.5%

前職が非正規で過去５年以内に転職した者の現職の

雇用形態別割合（07年、現職役員以外）

正規

非正規

（資料出所）総務省「就業構造基本調査」（2002、2007）

○ 前職が非正規労働者であった者のうち、現在約４分の１が正規の雇用者となっている。
○ 非正規労働者の転職希望理由としては、 「収入が尐ない」 「一時的についた仕事だから」が多くなってい
る。

計：556万人 うち前職
パート：36万人

アルバイト：49万人
派遣社員：21万人
契約社員：27万人

409万人

147万人

56

５－２ 非正規労働者の転職状況と転職理由



○ 事業所内で有期契約から無期契約に切り替えられた者は、過去5年間において、男女ともに概ね6～7万人
台で推移している。
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（資料出所）厚生労働省「雇用動向調査」
注）「臨時・日雇名義」から「常用名義」に切り替えられた者の人数

常用名義の常用労働者：常用労働者のうち、期間を定めずに雇われている者
臨時・日雇名義の常用労働者：常用労働者のうち、「常用名義の常用労働者」に該当する者を除いた者 57

５－３ 有期契約から無期契約への転職状況の推移



（資料出所）厚生労働省「H21有期労働契約に関する実態調査」
厚生労働省「H18パートタイム労働者総合実態調査」
厚生労働省「H20派遣労働者実態調査」 58

○ 有期契約労働者やパートを正社員に転換する制度を導入している事業所は約半分近くであるが、派遣労
働者を正社員に転換する制度を導入している事業所は約1割程度である。

○ 有期契約労働者から正社員への転換制度を導入している事業所のうち、実際に正社員転換をした実績の
ある事業所は約8割に上っている。
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※ パートは、把握していない。

正社員転換制度を導入している事業所のうち、実際
に正社員転換の実績がある事業所の割合

正社員転換制度を導入している事業所の割合

５－４ 正社員転換制度の導入と転換実績の状況


